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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第56期

第１四半期連結
累計期間

第57期
第１四半期連結
累計期間

第56期

会計期間

自2022年
　１月１日
至2022年
　３月31日

自2023年
　１月１日
至2023年
　３月31日

自2022年
　１月１日
至2022年
　12月31日

売上高 （千円） 7,530,390 7,457,270 32,418,829

経常利益 （千円） 849,169 390,754 2,394,667

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 621,871 305,344 1,647,234

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 983,441 524,841 2,016,707

純資産額 （千円） 30,334,770 31,391,154 31,108,954

総資産額 （千円） 41,226,532 45,461,317 46,557,863

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 20.51 10.07 54.33

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 72.8 68.3 66.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社(星光ＰＭＣ株式会社)及び子会社７社により構成されており、

製紙用薬品、樹脂、化成品の製造、販売を主たる業務としております。

　当第１四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次

のとおりであります。

 

〈製紙用薬品〉

　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。

〈樹脂〉

　　2023年１月に、株式取得により新たに株式会社マリンナノファイバーを子会社と致しました。

〈化成品〉

　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限の緩和と経済活

動の正常化に向けた動きが進み、緩やかに持ち直しの動きが見られました。一方、世界経済においては、資源エネ

ルギー価格の高止まり等に伴うインフレ進行や、金融引き締めによる景気後退懸念など、先行き不透明な状況が継

続しております。

　当社グループの主要販売先におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響やデジタル化の流れの中で印刷情

報用紙・印刷インキ等の需要減少等が継続しており、依然として厳しい経営環境となりました。

　当社グループは、製品の高品質化・生産性の向上を図り、環境保護・省資源等、販売先業界の経営戦略に対応し

た差別化商品を市場に投入してまいりました。また、主に製紙用薬品の拡販を進めると共に、各事業においてこれ

までの原料価格の上昇に対応した製品価格への転嫁に引き続き努めた結果、国内インキ市場の縮小加速や昨年後半

から続く海外での景気減速の影響による販売数量減はあったものの、当第１四半期連結累計期間の売上高は7,457

百万円（前年同期比1.0％減）と、ほぼ前年同期並みとなりました。

　利益面では、高付加価値製品の販売数量減が響いたこと、また昨年10月に稼働したベトナム工場の償却負担の増

加等により、営業利益は311百万円（前年同期比46.4％減）、経常利益は390百万円（前年同期比54.0％減）となり

ました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、305百万円（前年同期比50.9％減）となりました。

 

　セグメント別の経営成績は次の通りであります。

 

・製紙用薬品事業

　当第１四半期連結累計期間の国内の紙・板紙生産量（速報値）は、562万トンと、これまで堅調だった段ボール

原紙、衛生用紙の需要減少に伴う減産等の影響を受けて、前年同期比6.1％の減少となりました。当社グループ

は、国内市場、海外市場へ差別化商品の拡販、特にベトナム子会社を起点とする東南アジアでの板紙向けの拡販等

を実施すると共に、これまでの原料価格上昇に対応した製品価格への転嫁に努めた結果、当事業の売上高は、

4,885百万円（前年同期比14.4％増）となりました。

　セグメント利益は、売上高の増加はありましたが、昨年10月に稼働したベトナム工場の償却負担の増加等によ

り、178百万円（前年同期比6.4％減）となりました。

 

・樹脂事業

　当第１四半期連結累計期間の国内の印刷インキ生産量（速報値）は、6万4千トンと、前年同期比6.7％の減少と

なりました。当社グループは、厳しい事業環境に対応するべく製品ポートフォリオ変革とこれまでの原料価格上昇

に対応した製品価格への転嫁に努めましたが、中国の景気回復の遅れに伴う粘着剤の販売数量減が響き、当事業の

売上高は、1,440百万円（前年同期比15.3%減）となりました。

　セグメント利益は、粘着剤及び国内の印刷インキ用樹脂の販売数量減などにより、30百万円の損失（前年同期セ

グメント利益109百万円）となりました。

 

・化成品事業

　化成品事業の売上高は、海外での景気減速の影響を受けた主力製品の輸出販売数量の減少等により1,131百万円

（前年同期比27.4％減）となりました。

　セグメント利益は、売上高の減少及びこれまでの原料価格上昇に対する製品価格への転嫁の遅れ等が響き、261

百万円（前年同期比35.3％減）となりました。

 

EDINET提出書類

星光ＰＭＣ株式会社(E01041)

四半期報告書

 3/21



　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、受取手形及び売掛金の1,824百万円の減少及び電子記録債権の

355百万円の減少などを要因として、前連結会計年度末比で1,096百万円減少し、45,461百万円となりました。

　負債は、支払手形及び買掛金の1,119百万円の減少及び短期借入金の507百万円の減少などを要因として、前連結

会計年度末比で1,378百万円減少し、14,070百万円となりました。

　純資産は、為替換算調整勘定の172百万円の増加及び利益剰余金の62百万円の増加などを要因として、前連結会

計年度末比で282百万円増加し、31,391百万円となりました。

 

(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、452百万円であります。なお、当第

１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年５月12日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 30,321,283 30,321,283
東京証券取引所

（プライム市場）

単元株式数

100株

計 30,321,283 30,321,283 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2023年１月１日～

2023年３月31日
－ 30,321,283 － 2,000,000 － 1,566,178

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2023年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  100 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,310,500 303,105 同上

単元未満株式 普通株式 10,683 － －

発行済株式総数  30,321,283 － －

総株主の議決権  － 303,105 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が13,000株（議決権の数

130個）含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

星光ＰＭＣ株式会社
東京都中央区日本橋本町

三丁目３番６号
100 - 100 0.00

計 － 100 - 100 0.00

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年１月１日から2023

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,827,471 4,340,002

受取手形及び売掛金 11,855,653 10,030,692

電子記録債権 2,000,835 1,644,954

商品及び製品 3,283,138 3,471,758

仕掛品 506,939 536,425

原材料及び貯蔵品 2,146,933 2,008,232

短期貸付金 995,979 790,681

その他 835,559 1,080,381

貸倒引当金 △7,829 △5,791

流動資産合計 25,444,680 23,897,338

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,146,945 5,174,902

機械装置及び運搬具（純額） 4,719,028 4,679,197

土地 7,070,738 7,112,928

その他（純額） 1,292,233 1,597,443

有形固定資産合計 18,228,945 18,564,471

無形固定資産 50,500 53,410

投資その他の資産   

投資有価証券 929,539 969,337

退職給付に係る資産 1,134,220 1,236,967

その他 800,170 769,896

貸倒引当金 △30,193 △30,104

投資その他の資産合計 2,833,737 2,946,097

固定資産合計 21,113,182 21,563,979

資産合計 46,557,863 45,461,317
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,875,497 4,755,975

短期借入金 5,572,068 5,064,337

１年内返済予定の長期借入金 85,975 87,368

未払法人税等 229,325 232,154

賞与引当金 587,366 365,672

その他の引当金 － 7,350

その他 1,996,138 2,530,281

流動負債合計 14,346,372 13,043,140

固定負債   

長期借入金 560,436 567,675

役員退職慰労引当金 7,800 －

資産除去債務 87,730 87,860

その他 446,570 371,485

固定負債合計 1,102,537 1,027,021

負債合計 15,448,909 14,070,162

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,000,000 2,000,000

資本剰余金 1,149,697 1,149,697

利益剰余金 26,331,123 26,393,899

自己株式 △115 △115

株主資本合計 29,480,706 29,543,481

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 285,464 315,320

繰延ヘッジ損益 △6,506 △401

為替換算調整勘定 1,169,530 1,341,856

退職給付に係る調整累計額 △150,226 △142,332

その他の包括利益累計額合計 1,298,262 1,514,443

非支配株主持分 329,985 333,229

純資産合計 31,108,954 31,391,154

負債純資産合計 46,557,863 45,461,317

 

EDINET提出書類

星光ＰＭＣ株式会社(E01041)

四半期報告書

 9/21



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日)

売上高 7,530,390 7,457,270

売上原価 5,549,404 5,783,509

売上総利益 1,980,986 1,673,760

販売費及び一般管理費 1,399,933 1,362,489

営業利益 581,053 311,271

営業外収益   

受取利息 935 15,257

受取配当金 3,423 3,423

仕入割引 4,096 2,933

補助金収入 ※１ 75,411 ※１ 8,426

為替差益 158,119 35,971

その他 29,575 20,180

営業外収益合計 271,561 86,193

営業外費用   

支払利息 2,648 5,912

その他 796 797

営業外費用合計 3,444 6,710

経常利益 849,169 390,754

特別利益   

補助金収入 ※１ 18,650 ※１ 44,048

固定資産売却益 － 899

特別利益合計 18,650 44,948

特別損失   

固定資産除却損 0 582

固定資産圧縮損 ※２ 18,650 ※２ 44,048

特別損失合計 18,650 44,631

税金等調整前四半期純利益 849,169 391,071

法人税、住民税及び事業税 242,583 123,847

法人税等調整額 △19,548 △36,213

法人税等合計 223,035 87,633

四半期純利益 626,134 303,437

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
4,262 △1,906

親会社株主に帰属する四半期純利益 621,871 305,344
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日)

四半期純利益 626,134 303,437

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △38,402 29,855

繰延ヘッジ損益 5,099 6,105

為替換算調整勘定 380,267 177,548

退職給付に係る調整額 10,342 7,894

その他の包括利益合計 357,306 221,404

四半期包括利益 983,441 524,841

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 969,879 521,525

非支配株主に係る四半期包括利益 13,561 3,316
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第１四半期連結会計期間において、株式会社マリンナノファイバーの株式を取得したため、連結の範囲に含め

ております。

 

 

（追加情報）

　新型コロナウイルス感染症の影響に伴う会計上の見積りにおいて、前連結会計年度の有価証券報告書の（追加

情報）に記載いたしました仮定に重要な変更はありません。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　補助金収入

前第１四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

大学研究機関及び他社との共同による研究に対して交付されたものが主であります。

交付された補助金の内、必要経費部分は営業外収益、固定資産取得部分については特別利益として計上して

おります。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

主として新規事業助成の為の機械装置購入、研究費用及び付随する必要経費に対して交付されたものであり

ます。交付された補助金の内、必要経費部分は営業外収益、固定資産取得部分については、特別利益として

計上しております。

 

 

※２　固定資産圧縮損

前第１四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

※１の受入について、国庫補助金として取得価額を直接減額したことによるものであります。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

※１の受入について、国庫補助金として取得価額を直接減額したことによるものであります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年３月31日）

減価償却費 308,981千円 383,190千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年２月28日

取締役会
普通株式 242,570 8.0 2021年12月31日 2022年3月28日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

前第１四半期連結会計期間において、連結子会社である新綜工業股份有限公司の株式を追加取得したことによ

り、資本剰余金が426,567千円減少しております。この結果、前第１四半期連結会計期間末において、資本剰余金

が1,149,697千円となっております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年２月27日

取締役会
普通株式 242,568 8.0 2022年12月31日 2023年３月29日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 
製紙用
薬品事業

樹脂事業 化成品事業 合計
調整額

（注）１.２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３

売上高       

(1）外部顧客に対する売上

高
4,271,278 1,700,682 1,558,429 7,530,390 － 7,530,390

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
16,427 232,301 13,701 262,430 △262,430 －

計 4,287,705 1,932,983 1,572,131 7,792,820 △262,430 7,530,390

セグメント利益 191,032 109,448 404,584 705,066 △124,012 581,053

（注）１．売上高の調整額△262,430千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益の調整額△124,012千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない研究開発費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収

益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更して

おります。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「製紙用薬品事業」の売上高は

1,091千円減少、セグメント利益は1,091千円減少しております。「樹脂事業」の売上高は44,200千円減少、

セグメント利益は115千円減少しております。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 
製紙用
薬品事業

樹脂事業 化成品事業 合計
調整額（注）
１.２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３

売上高       

(1）外部顧客に対する売上

高
4,885,581 1,440,367 1,131,320 7,457,270 － 7,457,270

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
14,456 234,581 10,492 259,530 △259,530 －

計 4,900,038 1,674,949 1,141,812 7,716,800 △259,530 7,457,270

セグメント利益又は

損失(△)
178,775 △30,622 261,879 410,032 △98,761 311,271

（注）１．売上高の調整額△259,530千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益の調整額△98,761千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

(取得による企業結合)

(１)企業結合の概要

 ①被取得企業の名称及びその事業の内容

 　被取得企業の名称　株式会社マリンナノファイバー

 　事業の内容　キチンナノファイバーの研究開発・製造販売

 ②企業結合を行った主な理由

 　当社は、とっとり大学発・産学連携投資事業有限責任組合との間で、2022年11月29日付で締結いたしまし

 た株式譲渡契約に基づき、2023年１月11日付で、株式会社マリンナノファイバーの株式について議決権所有

 割合の85.4％の取得を完了いたしました。

 　当社は、得意とする工業分野、該社の得意とするヘルスケア分野で技術やネットワークの相互活用を図る

 ことで、ナノファイバー技術をコアとした更なる事業ポートフォリオ拡大を推進してまいります。

 ③企業結合日

 　2023年１月11日(みなし取得日2023年１月１日)

 ④企業結合の法的形式

 　現金を対価とする株式取得

 ⑤結合後企業の名称

 　結合後の企業の名称に変更はありません。

 ⑥取得した議決権比率

 　85.4％

 ⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

　　当社が、現金を対価として株式を取得したためであります。

 

(２)四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

 　2023年１月１日から2023年３月31日まで

 

(３)被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金　　　　　　52百万円

取得原価　　　　　　　　　　52百万円

 

(４)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

 ①発生したのれんの金額

 　６百万円

 ②発生原因

　　今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

 ③償却方法及び償却期間

　　重要性が乏しいため、発生時に一括償却しております。

 

(５)企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産　　　　　　51百万円

固定資産　　　　　　28百万円

資産合計　　　　　　80百万円

流動負債　　　　　　７百万円

固定負債　　　　　　20百万円

負債合計　　　　　　27百万円

 

 

EDINET提出書類

星光ＰＭＣ株式会社(E01041)

四半期報告書

16/21



（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

   （単位：千円）

 製紙用
薬品事業

樹脂事業 化成品事業 合計

日本 3,726,667 1,042,737 462,899 5,232,305

アジア 544,610 620,850 482,383 1,647,845

欧米他 － 37,093 613,146 650,240

顧客との契約から生じる収益 4,271,278 1,700,682 1,558,429 7,530,390

外部顧客に対する売上高 4,271,278 1,700,682 1,558,429 7,530,390

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

   （単位：千円）

 製紙用
薬品事業

樹脂事業 化成品事業 合計

日本 4,080,122 980,152 457,477 5,517,751

アジア 805,459 417,603 407,128 1,630,192

欧米他 － 42,611 266,714 309,326

顧客との契約から生じる収益 4,885,581 1,440,367 1,131,320 7,457,270

外部顧客に対する売上高 4,885,581 1,440,367 1,131,320 7,457,270
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 20円51銭 10円7銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
621,871 305,344

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
621,871 305,344

普通株式の期中平均株式数（千株） 30,321 30,321

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はございません。

 

 

 

 

２【その他】

2023年２月27日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………242,568千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………8円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2023年３月29日

（注）　2022年12月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
   

 

2023年５月11日

星 光 Ｐ Ｍ Ｃ 株 式 会 社

　取 締 役 会 　御 中
 

有限責任監査法人トーマツ

　東 京 事 務 所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 丸　地　　肖　幸

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　本　　哲　平

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている星光ＰＭＣ株式会

社の2023年1月1日から2023年12月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2023年1月1日から2023年3月31日ま

で）及び第1四半期連結累計期間（2023年1月1日から2023年3月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、星光ＰＭＣ株式会社及び連結子会社の2023年3月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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